
1

2

3

4

5

6

2-3 クラウド／データセンター事業者

クラウド／データセンターサービスの
動向

三柳 英樹 ●株式会社インプレス クラウド＆データセンター完全ガイド 編集長／クラウドWatch 記者

メガクラウドの成長を受け、国内データセンターも規模を拡大。ITイン
フラベンダー各社の戦略は、マルチクラウドとオンプレミスを組み合わ
せたハイブリッドクラウドが中心に。

■国内企業のクラウドサービス利用はさ
らに進む
　企業が自社で使用するシステムの置き換えや、
顧客向けに提供するサービスの基盤となるシステ
ムを検討する際に、まずはクラウドサービスの活
用を検討する「クラウドファースト」という考え
方が海外では主流となり、国内企業にもその流れ
が取り入れられつつある。
　IDC Japanが2019年3月に発表した「国内パ
ブリッククラウドサービス市場予測」では、2018
年の市場規模は6668億円で、2023年には2.5倍
の1兆6940億円に達するとしており、Amazon
Web Services（AWS）やMicrosoft Azure、Google
Cloud Platform（GCP）といった海外クラウドベ
ンダーをはじめとするパブリッククラウドサービ
スが、国内企業においても採用が活発化すること
が予想されている（資料2-3-1）。
　また、同じくIDC Japanが2019年10月に発表
した「国内プライベートクラウド市場予測」では、
2018年の市場規模は5764億円で、2023年には
4.7倍の2兆7194億円に達するとしており、パブ
リックラウドよりも高い成長を予測している（資
料2-3-2）。これまでの国内市場においては、プラ
イベートクラウドは基幹システムなど既存システ

ムからの移行に適したクラウドであると考えられ
る傾向があったが、プライベートクラウドもコン
テナ環境や機械学習といった新技術に対応するな
ど、企業のプライベートクラウドに対する関心は
ITの効率化からデジタルトランスフォーメーショ
ン（DX）へと拡大していると分析している。
　システムの基盤となるIaaSだけでなく、Office
365やG SuiteといったSaaSについても、企業の
利用が進んでいる。さらに、業務システムやデジ
タルマーケティングといった企業向けソフトウェ
アの分野においても、SaaSの利用が加速してい
る。富士キメラ総研の「ソフトウェアビジネス新
市場 2019年版」では、企業向けソフトウェアの
国内市場は、2019年度ではパッケージが8315億
円、SaaSが5646億円だが、2023年度にはパッ
ケージが9376億円、SaaSが8174億円となり、
SaaSが占める割合が46.6％に達すると予測して
いる（資料2-3-3）。

■マルチクラウドからハイブリッドクラ
ウドへ、オンプレミスへの回帰も
　複数のクラウドサービスを利用するマルチクラ
ウド、さらにはオンプレミスとも統合するハイブ
リッドクラウドを利用したいという企業のニーズ
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資料2-3-1 国内パブリッククラウドサービス市場

出典：IDC Japan 国内パブリッククラウドサービス市場 売上額予測、2018年～2023年

資料2-3-2 国内プライベートクラウド市場

出典：IDC Japan 国内プライベートクラウド市場 支出額予測、2018年～2023年

は、今後もさらに高まることが予想される。こう
した企業のニーズに対応するべく、クラウドベン
ダーの側でも対応を進めている。
　この分野で先行するのはマイクロソフトだ。パ

ブリッククラウドサービス「Microsoft Azure」の
機能をオンプレミスで利用できる「Azure Stack」
を2015年に発表した。さらに、2019年11月に
は企業のハイブリッドクラウド化を支援する
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資料2-3-3 ソフトウェアの国内市場（パッケージ／SaaS別）

出典：富士キメラ総研 ソフトウェアビジネス新市場 2019年版

Azureベースのサービス「Azure Arc」を発表し、
Microsoft Azure以外のクラウドサービスをも含
む、ハイブリッドクラウド環境を管理できるよう
になるとアピールしている。
　AWSでは、AWSの一部サービスをオンプレミ
ス環境で実行できる「AWS Outpost」の一般提供
を2019年12月に開始した。顧客のデータセン
ターにハードウェアを設置してオンプレミス環境
でAWSサービスを実行できる製品で、普及して
いるAWSのAPIやツールを利用しながら、AWS
のパブリッククラウドと連携するハイブリッドク
ラウドを実現する。
　グーグルでは、コンテナオーケストレーショ
ンシステムの「Kubernetes」をベースに、アプ
リケーションのマルチクラウド対応を実現する
「Anthos」を2019年4月に発表した。GCP上の
「Google Kubernetes Engine（GKE）」、オンプレ
ミス版の「GKE On-Prem」、さらに他社のクラウ
ドサービス上で動作するKubernetesクラスタも

統合的に管理するプラットフォームとなってお
り、Kubernetesを核にしたハイブリッドクラウ
ド戦略を打ち出している。
　さらに、サーバーベンダーもハイブリッドク
ラウドへの対応を進めている。Hewlett Packard
Enterprise（HPE）は、オンプレミス向けにプライ
ベートクラウドソリューションなどを従量課金型
で提供するサービス「HPE GreenLake」を2017
年に開始し、2019年12月にはオンプレミスとパ
ブリッククラウドを管理できる「HPE GreenLake
Central」を発表した。2019年6月に開催した同
社の年次イベントでは、「HPEは“アズ・ア・サー
ビス”カンパニーに転身する」と宣言し、3年後
にはすべての製品をサブスクリプションや従量課
金で利用できるようにすると説明するなど、ハー
ドウェアをサービス化することで、企業システム
のクラウド化への対応を強化している。
　顧客向けサービスやウェブサービスをパブリッ
ククラウド上で構築することが当たり前となり、
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一方で既存システムはプライベートクラウドへの
移行やクラウドサービスへの転換、さらには一部
アプリケーションのオンプレミスへの回帰の流れ
など、企業ITインフラのハイブリッドクラウド化
とそれをどのように制御していくかが、今後の大
きな課題となっていくだろう。

■クラウドサービスの需要に支えられ
データセンター事業の規模も拡大
　国内企業でもクラウドサービスの利用が増える
一方、これまで企業インフラの中核を担ってきた
データセンターも引き続き規模の拡大が続いて
いる。
　IDC Japanの調査では、2018年末時点での国
内事業者データセンター延床面積の合計を219万
2200平方メートル、2023年には257万8900平
方メートルに増加すると予測しており、2018年
～2023年の年間平均成長率は3.3％となる（資料
2-3-4）。
　IDC Japanでは、こうしたデータセンター事
業の拡大は、AWSやMicrosoft Azure、Google
Cloud Platform（GCP）といったクラウドサービ
ス事業者の需要に支えられていると分析してい
る。これらのクラウドサービス事業者の需要に応
えるため、データセンターのなかでもサーバー室
面積5000平方メートル以上の超大規模データセ
ンターの建設が進んでおり、超大規模データセン
ターに限れば2018年～2023年の年間平均成長率
は延床面積ベースで7.4％になると予測している。
　同じくIDC Japanが発表した国内データセン
ター管理者調査では、ITサービス事業者や通信
サービス事業者などが所有する事業者データセン
ターでは24％の管理者がデータセンターやサー
バールームの新設予定があると回答したのに対
し、金融機関や製造業などの一般企業が所有する
企業内データセンターでは新設予定があるという

回答は9％にとどまっている。事業者データセン
ターの新設予定ありの比率は、2017年の43％を
ピークに低下しているが、新設データセンター1
カ所あたりの規模が大きくなっているため、規模
ベースでは新設は増加する傾向にあるという（資
料2-3-5）。企業が既存のIT資産を事業者データ
センターやクラウド環境へマイグレーションする
取り組みが加速していることから、そうした需要
に応える形でデータセンターの拡大は続いていく
ことが予想される。

■相次ぐ大規模データセンターの新設、
変化に対応する柔軟な設計

　資料2-3-6は、クラウド＆データセンター完全
ガイド編集部で把握している、2019年以降の国
内の主要な新設データセンターおよびクラウド
サービス事業者の国内リージョンをまとめたもの
となる。大手クラウドサービス事業者の国内リー
ジョン開設が相次いでいる一方、データセンター
事業者によるデータセンターの新設・増設も引き
続き活発に行われている。
　2019年には、NECの「神戸データセンター（二
期棟）」「名古屋データセンター」（2019年4月）、
IIJの「白井データセンターキャンパス」（2019年
5月）、MCデジタル・リアルティの「大阪第2デー
タセンター（KIX11）」（2019年7月）、エクイニク
ス・ジャパンの「TY11」（2019年7月）、QTnetの
「Qic博多駅」（2019年9月）、NTTコミュニケー
ションズの「大阪第7データセンター」（2019年
12月）といった、比較的規模の大きなデータセン
ターが国内で新設・増設された。
　日本データセンター協会（JDCC）がまとめた
「データセンター サーバ室技術ガイドブック」で
は、データセンターの設備は、建物は40～50年、
電力・空調インフラは15～30年、通信機器は3
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資料2-3-4 国内事業者データセンター延床面積予測：2018年～2023年（2018年は実績値、2019年以降は予測）

出典：IDC Japan 国内データセンター数／延床面積／電力キャパシティ予測、2019年～2023年

資料2-3-5 データセンター新設予定ありと回答したデータセンター管理者の比率、2014年～2019年

出典：IDC Japan 2019年 国内データセンター管理者調査：運用課題と投資動向

～7年、サーバー機器は3～5年と、耐用年数や償
却期間などのライフサイクルが異なる設備や機器
から構成されていると説明する。そのため、デー
タセンターにおいては、建物と、建物に比べて更

新周期の短い電力・空調のインフラを考慮した設
計と運用を行う必要があり、さらに更新周期の短
いIT/ICT機器を考慮した設計・運用も実現され
なければならないといった課題があると指摘して
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いる。
　こうした課題に対して、IIJの白井データセン
ターキャンパスでは、同社が2011年に開設した
「松江データセンターパーク」で培ったコンテナ
型データセンターのノウハウを大規模データセン
ターに適用し、需要に応じて柔軟かつ安価に設備
を構築することを可能とするシステムモジュール
型工法を取り入れ、フロア規模でのモジュール化
を可能にするとともに、着工から8カ月間という
短工期構築を実現した。
　NTTコミュニケーションズの大阪第7データ
センターも、クラウドサービス事業者の需要に

応えるため、建物やフロア単位で柔軟にカスタマ
イズできる、キャンパス型のモジュール設計を採
用。同様の設計の建物を建て増していくことで、
サービス提供の工期短縮やコスト低減を実現して
いる。
　地域別では、関西地域で大型データセンターの
新設が続いている。クラウドサービス事業者の多
くが、東京に加えて大阪にも拠点を開設する動き
が相次いでおり、こうした需要に応える形で関西
地区に大型データセンターの新設が今後も多数予
定されている。
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資料2-3-6 主要国内新設データセンター

出典：インプレス「クラウド&データセンター完全ガイド」編集部調査
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